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  平成16年６月７日 

株主の皆様へ  

 愛知県東海市新宝町507番地の20 

  

 代表取締役社長 服 部  太 

第24期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第24期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、本総会の付議事項には、その決議に定足数を必要とする議案がございま

すので、当日ご出席願えない場合は、後記参考書類をご検討くださいまして、お

手数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押

印のうえ、平成16年６月28日までに到着するようご送付くださいますようお願い

申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成16年６月29日（火曜日）午前11時 
（昨年と開催時刻が変更となっておりますのでご注意ください） 

２．場   所  愛知県東海市新宝町507番地の20 
当社本社（当社名古屋会場） 
（末尾の会場案内図をご参照ください） 

３．会議の目的事項 
報 告 事 項  第24期（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで） 

営業報告書、貸借対照表および損益計算書の内容報告の件 
決 議 事 項 
第１号議案 第24期利益処分案承認の件 
第２号議案 定款一部変更の件 

議案の要領は、後記「議決権の行使についての参考書類」
（22頁）に記載のとおりであります。 

第３号議案 取締役12名選任の件 
第４号議案 株主以外の者に対し特に有利な条件で新株予約権を発行する

件 
議案の要領は、後記「議決権の行使についての参考書類」
（25頁から27頁）に記載のとおりであります。 

以 上                                      

（お願い） 
 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出
くださいますようお願い申しあげます。 
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（添付書類） 
 

営 業 報 告 書 

平成15年４月１日から 
平成16年３月31日まで 

 

１．営業の概況 

(1) 営業の経過および成果 

 当期における日本経済は、企業業績の改善により設備投資が回復したこと

もあり景況感は回復基調にありますものの、個人消費にさほど力強さはなく

デフレ経済から脱却できるかどうかという不透明な状況で推移いたしました。 

 自動車流通市場は、前期と比較して新車登録台数がほぼ横這い、中古車登

録台数が微増で推移いたしました。また中古車オークション業界は、オーク

ション会場の統廃合や休催、撤退の動きがあるなかで、中古車輸出需要を見

込んだ低年式・多走行車の出品の増加もあり出品台数は前期比7.6％増と順

調に増加したほか、中古車ディーラーによる良質車確保の動きが顕在化した

ことなどにより、成約台数も前期比11.3％増と堅調に推移しました。 

 このような経営環境のなかで当社は、営業活動を強化し、積極的に設備投

資を行うほか、取り扱い分野の裾野を広げるとともに、業務提携を進めるな

ど営業基盤の強化を図りました。 

 当期に実施しました主な施策は以下のとおりであります。 

① 営業開発チームを中心に新規会員の獲得や既存会員の掘り起こしに注力

するほか、顧客満足度向上のためグループ全会場のオークション規則の

統一化に取り組むなど、地域毎に圧倒的シェアを獲得する「地域一番会

場戦略」推進のための施策を積極的に実施いたしました。これらにより、

東京会場499千台（前期比13.1％増）、名古屋会場394千台（前期比

10.8％増）など、すべての会場で出品台数を伸ばし、地域ごとに業界

トップシェアを堅持いたしました。 

② 中古車流通市場における低年式・多走行車の増加傾向に着目し、リユー

ス車オークションを開始いたしました。また、リサイクル車（事故現状

車）オークションの取り扱い台数増加にも注力いたしました。 

③ 衛星ＴＶネットワークによる現車中継オークション「ＵＳＳグローブ

ネットワーク」に愛知県中古自動車販売商工組合、岡山県中古自動車販

売商工組合などとの提携により、新たに７つの現車会場が加わり、その

勢力をさらに拡大することができました。 

(          )
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 これら営業努力により、当期における出品台数は121万台（前期比10.8％

増）、成約台数は68万台（前期比13.0％増）となりました。 

 この結果、当期の売上高は23,583百万円（前期比9.1％増）、経常利益は

14,036百万円（前期比10.8％増）、当期純利益は6,883百万円（前期比9.8％

増）で、大幅な増収増益となりました。 

売上状況  （単位：百万円）

第  23  期 
（平成15年３月期） 

第  24  期 
（平成16年３月期） 区 分 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

  ％ ％ 

出 品 手 数 料 7,148 33.1 7,433 31.5 

成 約 手 数 料 5,020 23.2 5,573 23.6 

落 札 手 数 料 5,543 25.6 6,256 26.5 

商 品 売 上 高 1,052 4.9 1,006 4.3 

その他の営業収入 2,843 13.2 3,314 14.1 

合 計 21,608 100.0 23,583 100.0 

 

(2) 設備投資の状況 

 当期に実施いたしました設備投資の総額は、18,074百万円（完工ベース）

であり、その主なものは、横浜会場新築工事（㈱ユー・エス・エス横浜に対

する賃貸設備）および名古屋市港区の事業用土地・建物取得であります。 

 

(3) 資金調達の状況 

 当期において重要な資金調達はありません。 

 



 

－  － 
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(4) 営業成績および財産の状況の推移 

 当期ならびに過去３年間の営業成績および財産の状況の推移は次のとおり

であります。 

区 分 第 21 期 
(平成13年３月期)

第 22 期 
(平成14年３月期)

第 23 期 
(平成15年３月期)

第 24 期 
(平成16年３月期) 

売 上 高(百万円） 14,368 17,129 21,608 23,583 

経 常 利 益(百万円） 6,646 8,083 12,669 14,036 

当 期 純 利 益(百万円） 3,717 4,147 6,269 6,883 

１株当たり当期純利益(円） 139 155 229 232 

総 資 産(百万円） 57,762 75,161 80,011 81,487 

純 資 産(百万円） 31,588 33,642 41,693 63,365 

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（第22期より自己株式控除

後）により算出しております。なお、第23期より「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）に基づいて算出して

おります。 

２．第24期につきましては、「(1) 営業の経過および成果」のとおりであります。 

 



 

－  － 
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(5) 会社が対処すべき課題 

 今後の日本経済は、企業業績の改善に加え、雇用環境の持ち直しに支えら

れて個人消費にも回復の兆しがみえてきましたが、米国経済の動向やイラク

をはじめとした国際情勢などの不安定要因もあり、景気の回復基調が持続す

るかどうか先行き不透明な状況が続くものと思われます。自動車流通市場は、

新車および中古車登録台数ともに大きな伸びは期待できないものの、中古車

オークション市場は低年式・多走行車の出品台数増もあり、当面拡大基調で

推移するものと予想されます。 

 当社は、このような経営環境をしっかり認識し、なお一層の経営基盤の強

化に努める所存であります。 

 当社は、引き続き地域ごとに圧倒的シェアを獲得する「地域一番会場戦

略」を継続して既存会場の更なる拡大・強化を図るとともに、平成16年10月

開設予定の新東京会場を早期に軌道に乗せることを目指します。また、「Ｕ

ＳＳグローブネットワーク」の提携拡大を図り、衛星ＴＶネットワーク会員

の増加に努めます。 

 株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。 

 



 

－  － 
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２．会社の概況（平成16年３月31日現在） 

(1) 事業内容 

 中古自動車のオークション運営 

 

(2) 事業所 

① 本      社  愛知県東海市新宝町507番地の20 

② オークション会場 

名 称 所 在 地 

名 古 屋 会 場 愛 知 県 東 海 市 

福 岡 会 場 福 岡 県 筑 紫 野 市 

九 州 ゴ ー ル ド 会 場 佐 賀 県 鳥 栖 市 

東 京 会 場 千 葉 県 野 田 市 

静 岡 会 場 静 岡 県 袋 井 市 

 

(3) 株式の状況 

① 会社が発行する株式の総数              100,000,000株 

② 発行済株式の総数                  30,815,069株 

（注） 期中の株式の発行 

 ストックオプションの権利行使により127,050株、新株引受権付社債の権利

行使により129,000株、および転換社債の転換により3,146,077株が増加いたし

ました。 

③ 株主総数                         4,484名 



 

－  － 
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④ 大株主 

当 社 へ の 出 資 状 況 当社の大株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率 

日本トラステイ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 

3,495千株 11.3％ －千株 －％ 

服 部  太 3,317 10.8 － － 

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社 (信託口 ) 2,745 8.9 － － 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 1,516 4.9 － － 

安 藤 之 弘 888 2.9 － － 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
( 退 職 給 付 信 託 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 口 ) 

840 2.7 － － 

株式会社服部モータース 721 2.3 － － 

 

(4) 自己株式の取得、処分等および保有の状況 

① 取得株式 

普通株式      361株 

取得価額の総額   2,590千円 

② 処分株式 

 該当事項はありません。 

③ 失効手続をした株式 

 該当事項はありません。 

④ 決算期における保有株式 

普通株式      1,495株 

 



 

－  － 
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(5) 新株予約権の状況 

① 現に発行している新株予約権 

発 行 決 議 の 日 平成12年 
６月29日 

平成13年 
６月28日 

平成14年 
６月26日 

平成15年 
６月25日 

新株予約権の数 － － 2,840個 21,050個 

新株予約権の目的となる
株式の種類 

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる
株式の数 

1,500株 52,950株 284,000株 210,500株 

新株予約権の発行価額 － － 無償 無償 

（注） 平成12年６月29日決議分および平成13年６月28日決議分は、旧商法第280条ノ19

にもとづく新株引受権であります（貸借対照表注記参照。）。 

 

② 当期中に株主以外の者に対し特に有利な条件で発行した新株予約権の状

況 

１．発行した新株予約権の数 

21,800個（新株予約権１個につき10株） 

２．新株予約権の目的たる株式の種類および数 

普通株式218,000株 

３．新株予約権の発行価額 

無償 

４．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額 

１個当り65,100円（１株当り6,510円） 

５．新株予約権の行使期間 

平成15年６月26日から平成19年10月31日まで 

６．新株予約権の行使の条件 

・新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）

が当社または当社連結子会社の取締役、使用人または顧問のいずれの

地位をも有さなくなった場合は、新株予約権割当契約に定める場合を

除き、新株予約権を行使することができない。 

・新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを行使することができな

い。 

・その他新株予約権の行使の条件は取締役会決議により決定するものと

する。 



 

－  － 
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７．新株予約権の消却事由および条件 

・上記６に定める行使の条件を充たさず、新株予約権を行使できないこ

ととなった場合、当該新株予約権を無償で消却することができる。 

・当社が合併により消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された

場合または当社が株式交換もしくは株式移転により完全子会社となる

株式交換契約書または株式移転の議案が株主総会で承認された場合に

は、新株予約権を無償で消却することができる。 

８．新株予約権の有利な条件の内容 

 当社ならびに当社連結子会社の取締役、使用人および顧問に対し新株

予約権を無償で発行した。 

９．新株予約権の割当てを受けた者の氏名と割当てを受けた新株予約権の

数、目的となる株式の種類および数等 

・当社取締役 

氏 名 新 株 予 約 権 の 数 新株予約権の目的となる 
株 式 の 種 類 お よ び 数 

服 部  太 200個 普通株式 2,000株 

安 藤 之 弘 200個 普通株式 2,000株 

田 村 文 彦 200個 普通株式 2,000株 

原  重 雄 200個 普通株式 2,000株 

増 田 元 廣 200個 普通株式 2,000株 

合 野 栄 治 150個 普通株式 1,500株 

 



 

－  － 
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・当社使用人および顧問ならびに当社子会社の取締役および使用人（上

位10名） 

氏 名 新株予約権の数 新株予約権の目的となる株式の種類および数 備 考 

三 島 敏 雄 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

小 島 栄 二 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

八 尋 一 記 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

山 本 泰 詩 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

星 野 敏 郎 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

佐久間 一 宏 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

草 場 泰 正 150個 普通株式 1,500株 当社執行役員 

菅 田 幸 康 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エ
ス札幌取締役 

岡 根 博 之 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エス東京みずほ執行役員 

新 井 栄 一 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エス群馬取締役 

 

・当社取締役の割当株式数のうち最も少ない数以上の割当てを受けた子

会社の取締役 

氏 名 新株予約権の数 新株予約権の目的となる
株式の種類および数

備 考 

菅 田 幸 康 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エス札幌取締役 

新 井 栄 一 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エ
ス群馬取締役 

大 野 健 司 150個 普通株式 1,500株 株式会社ユー・エス・エ
ス東北取締役 

 



 

－  － 
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・当社使用人および顧問ならびに当社子会社の取締役および使用人に割

当てした新株予約権の区分ごとの付与総数等 

区 分 新株予約権の数 目 的 と な る 株 式の 種 類 お よ び 数
付与した者
の 総 数 

当 社 使 用 人 11,250個 普通株式 112,500株 176名 

当 社 顧 問 400個 普通株式 4,000株 ４名 

当 社 子 会 社 の 取 締 役 1,850個 普通株式 18,500株 17名 

当 社 子 会 社 の 使 用 人 7,150個 普通株式 71,500株 117名 

 

(6) 従業員の状況 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

240名 14名増 32.5歳 5.4年 

（注） 上記従業員数には、パートタイマーの期中平均人員113.0名（１日７時間30分勤

務換算）は含んでおりません。 

 

(7) 主要な借入先 

借入先が有する当社の株式 
借 入 先 借 入 額

持 株 数 議決権比率 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 683,593千円 60,000株 0.2％ 

株 式 会 社 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 639,515 － － 

株 式 会 社 佐 賀 銀 行 409,450 － － 

 

 



 

－  － 
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(8) 企業結合の状況 

① 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 

株式会社ユー・エス・エス岡山 20百万円 100.0％ 中古自動車のオークション運営 

株式会社ユー・エス・エス札幌 50 100.0 同  上 

株式会社ユー・エス・エス東京みずほ 200 90.0 同  上 

株式会社ユー・エス・エス群馬 250 60.0 同  上 

株式会社ユー・エス・エス東北 100 100.0 同  上 

株式会社ユー・エス・エス大阪 50 100.0 同  上 

株式会社ユー・エス・エス横浜 50 100.0 同  上 

株式会社ＵＳＳリサイク
ルオートオークション

90 100.0 同  上 

株式会社カークエスト 263 69.5 インターネットによる中古自動車に関す
る情報の提供、中古自動車の買取・販売 

株式会社ワールド自動車 40 100.0 事故現状車の買取・販売 

株式会社ウインテック 10 (100.0) 同  上 

株式会社ブリッジコーポレーション 10 ( 67.0) 同  上 

株式会社ユー･エス物流 30 100.0 貨物自動車運送 

株 式 会 社 ア ビ ヅ 90 51.0 中古自動車等のリサイクル 

（注）１．当社の子会社は、上記の重要な子会社14社を含み15社であります。 

２．「当社の議決権比率」欄の（ ）内は間接所有割合を含めた議決権比率であり

ます。 

 

② 企業結合の経過 

１．株式会社ワールドコミュニケーションズは、平成15年７月18日に株式

会社ワールド自動車に商号変更し、平成16年３月29日に当社100％出

資の子会社になりました。 

２．株式会社ＵＳＳリサイクルオートオークションおよび株式会社アビヅ

は、平成15年12月18日に設立し、開業準備中であります。 

３．株式会社ユー・エス・エス横浜は、平成16年２月10日に開業いたしま

した。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（13）／ 2004/06/24 15:23（2004/06/24 15:23）／ 2k_04173396_01_os2ユーエスエス様_招集_株主各位_P 

13

③ 企業結合の成果 

 上記14社を連結対象子会社として連結財務諸表を作成しております。当

期の連結売上高は、42,425百万円（前期比25.4％増）、連結経常利益は

18,207百万円（前期比18.4％増）、連結当期純利益は8,907百万円（前期

比16.5％増）となりました。 

 

(9) 取締役および監査役 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

代 表 取 締 役 社 長 服 部  太  

取 締 役 副 社 長 安 藤 之 弘 名古屋事業本部本部長 

取 締 役 副 社 長 田 村 文 彦 九州事業本部本部長 

取 締 役 副 社 長 原  重 雄 東京事業本部本部長 

専 務 取 締 役 増 田 元 廣 東京事業本部副本部長 

専 務 取 締 役 合 野 栄 治 九州事業本部副本部長 

常 勤 監 査 役 木 下  守  

常 勤 監 査 役 井 上 幸 彦  

監 査 役 服 部  豊 弁護士 

（注）１．平成15年６月25日開催の第23期定時株主総会において、合野栄治氏は取締役に

新たに選任され就任いたしました。 

２．監査役井上幸彦、服部 豊の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

 

３．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

 特に記載すべき事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

（注） 本営業報告書の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成16年３月31日現在） 

 （単位：千円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 10,887,387 

オークション借勘定 2,608,218 

買 掛 金 39,123 

短 期 借 入 金 1,500,000 

一年内返済予定長期借入金 1,135,780 

未 払 金 858,339 

未 払 法 人 税 等 3,600,000 

未 払 費 用 109,862 

賞 与 引 当 金 109,250 

その他の流動負債 926,812 

固 定 負 債 7,234,273 

社 債 3,688,000 

長 期 借 入 金 1,335,060 

退 職 給 付 引 当 金 77,537 

債務保証損失引当金 52,291 

役員退職慰労引当金 320,374 

預 り 保 証 金 1,761,010 

負 債 合 計 18,121,661 

（ 資 本 の 部 ）  

資 本 金 15,600,666 

資 本 剰 余 金 19,570,379 

資 本 準 備 金 19,570,379 

利 益 剰 余 金 33,159,352 

利 益 準 備 金 370,469 

任 意 積 立 金 23,705,000 

別 途 積 立 金 23,705,000 

当 期 未 処 分 利 益 9,083,882 

土地再評価差額金 △5,147,035 

株式等評価差額金 190,621 

自 己 株 式 △8,477 

流 動 資 産 

現 金 お よ び 預 金 

オークション貸勘定 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

器 具 お よ び 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

再評価に係る繰延税金資産 

積 立 保 険 料 

投 資 不 動 産 

そ の 他 の 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 

14,073,236

8,489,615

2,686,617

265,380

27,565

26,841

544,201

1,724,659

357,528

△49,172

67,413,931

35,897,340

7,313,251

1,237,561

44,093

669,420

23,326,333

3,306,680

473,448

228,069

178,992

66,386

31,043,141

1,413,980

2,414,299

147,895

321,409

3,461,775

126,512

22,230,845

978,576

△52,152 資 本 合 計 63,365,505 

資 産 合 計 81,487,167 負債および資本合計 81,487,167 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成15年４月１日から 
平成16年３月31日まで 

    （単位：千円）
 
科 目 金 額 

営 業 収 益 23,583,039 

売 上 高 23,583,039  

営 業 費 用 9,739,745 

売 上 原 価 6,416,647  

販売費および一般管理費 3,323,097  

営

業

損

益

の

部 

営 業 利 益 13,843,294 

営 業 外 収 益 861,572 

受取利息および配当金 46,766  

不 動 産 賃 貸 収 入 627,461  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 187,344  

営 業 外 費 用 668,295 

支 払 利 息 86,749  

不 動 産 賃 貸 原 価 479,940  

営

業

外

損

益

の

部 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 101,605  

経

常

損

益

の

部 

 経 常 利 益 14,036,570 

特 別 利 益 68,723 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 17,615  

そ の 他 の 特 別 利 益 51,108  

特 別 損 失 2,079,413 

固 定 資 産 処 分 損 2,049,307  

特

別

損

益

の

部 

 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 30,106  

 税 引 前 当 期 純 利 益 12,025,880 

 法人税、住民税および事業税 6,287,325 

 法 人 税 等 調 整 額 △1,145,323 

 当 期 純 利 益 6,883,878 

 前 期 繰 越 利 益 1,019,782 

 土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,939,720 

 中 間 配 当 額 759,499 

 当 期 未 処 分 利 益 9,083,882 

(          )



 

－  － 
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注 記 
１．重要な会計方針 

(1）有価証券の評価基準および評価方法  

子会社および関連会社株式   移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの   期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの   移動平均法に基づく原価法 

(2）棚卸資産の評価基準および評価方法  

商 品   移動平均法に基づく原価法 

貯蔵品   移動平均法に基づく原価法（ただし、車

両については個別法に基づく原価法） 

(3）固定資産の減価償却の方法   

有形固定資産および投資不動産   定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。 

無形固定資産（ソフトウェア）   社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

(4）繰延資産の処理方法   新株発行費は、支出時に全額費用として

処理しております。 

(5）引当金の計上基準   

貸倒引当金   債権の貸倒による損失に備えるため、以

下の方法により計上しております。 

一般債権   貸倒実績率法 

貸倒懸念債権および破産更生債権等  財務内容評価法 

賞与引当金   従業員の賞与の支払に備えるため、夏季

賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、期末に

おける退職給付債務および年金資産に基づ

き計上（簡便法）しております。 

 



 

－  － 
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役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。この引当金は、商法施行規則第43条

に規定する引当金であります。 

債務保証損失引当金   関係会社への債務保証等に係る損失に備

えるため、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しております。

この引当金は、商法施行規則第43条に規定

する引当金であります。 

(6）リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。 

(7）ヘッジ会計の方法   特例処理の要件を満たす金利スワップ取

引について特例処理によっております。 

(8）消費税等の処理方法   税抜方式を採用しております。 

(9）当期より、「商法施行規則の一部を改正する法律」（平成15年２月28日法務省令第

７号）による改正後の商法施行規則に基づいて、貸借対照表および損益計算書を作

成しております。 

 



 

－  － 
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２．貸借対照表関係 
(1）子会社に対する金銭債権・債務  

短期金銭債権  1,743,066千円

短期金銭債務  1,894,369千円

(2）有形固定資産の減価償却累計額  8,600,015千円

投資不動産の減価償却累計額  1,314,001千円

(3）退職給付債務等  

退職給付債務  278,419千円

年金資産（時価）  200,882千円

(4）重要なリース資産  

 貸借対照表に計上している固定資産の他、セリ機・事務機器および車両運搬具の一

部についてリース契約により使用しております。 

(5）担保に供している資産  4,565,126千円

(6）保証債務  307,524千円

(7）新株引受権  

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の目的となる新株発行予定残数およ

び行使価額は次のとおりであります。 

 株主総会の特別決議日 新株発行予定残数 行 使 価 額  

 平成12年６月29日 1,500株 3,970円  

 平成13年６月28日 52,950株 4,519円  

(8）第22期（平成14年３月期）において「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月

31日公布法律34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金

資産を投資その他の資産に、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿残高との差額は△

1,910,823千円であります。 

(9）商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純

資産額190,621千円。 

 
３．損益計算書関係 
(1）子会社との取引高  

売 上 高 225,498千円

営 業 費 用 1,342,158千円

営業取引以外の取引高 657,881千円

(2）１株当たりの当期純利益  232円96銭

 

４．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
 



 

－  － 
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利 益 処 分 案 

 

  （単位：円） 

１．当 期 未 処 分 利 益  9,083,882,592 

２．利 益 処 分 額   

利 益 配 当 金 770,339,350  

（１ 株 に つ き 2 5  円）   

役 員 賞 与 金 26,125,000  

うち監査役分 
1,875,000円を含む 

 

別 途 積 立 金 7,000,000,000 7,796,464,350 

３．次 期 繰 越 利 益  1,287,418,242 

   

（注） 当期は平成15年12月10日に759,499,300円（１株につき25円）の中間配当を実施

いたしました。 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

    平成16年５月14日  

 株式会社ユー・エス・エス     

 取 締 役 会  御 中     

   中央青山監査法人  

 
代表社員
関与社員

公認会計士 武 井 益 良  

   
代表社員
関与社員

公認会計士 井 上 嗣 平  

  当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１
項の規定に基づき、株式会社ユー・エス・エスの平成15年４月１日から平成16年３月

31日までの第24期営業年度の貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部

分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）につい

て監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に

関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記

録に基づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積もりの評価を含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社

に対する監査手続きを含んでいる。 

 

 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 

(1）貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況

を正しく示しているものと認める。 

(2）営業報告書に記載されている事項（会計に関する部分に限る。）は、監査の方

法の概要に記載した監査のために必要な調査ができなかった事項を除き、法令及

び定款に従い会社の状況を正しく示しているものと認める。 

(3）利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 

(4）附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘す

べき事項はない。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第24期営業
年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法および結果の報
告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。 

１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締
役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取
し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務お
よび財産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の報告を求めまし
た。また、会計監査人から報告および説明を受け、計算書類および附属明
細書につき検討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償
の利益供与、子会社または株主との通例的でない取引ならびに自己株式の
取得および処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取
締役等から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。 

２．監査の結果 
(1）会計監査人中央青山監査法人の監査の方法および結果は相当であると
認めます。 
(2）営業報告書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。 
(3）利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘
すべき事項は認められません。 
(4）附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項
は認められません。 
(5）取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。 
 なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が
行った無償の利益供与、子会社または株主との通例的でない取引ならび
に自己株式の取得および処分等についても取締役の義務違反は認められ
ません。また、子会社調査の結果、取締役の職務執行に関し指摘すべき
事項は認められません。 

 

 平成16年５月17日     

  株式会社ユー・エス・エス 監査役会  

   常勤監査役 木 下  守  

   常勤監査役 井 上 幸 彦  

   監 査 役 服 部  豊  
 （注）監査役井上幸彦および服部 豊は、「株式会社の監査等に関する商法
の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

 

以 上 



 

－  － 
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議決権の行使についての参考書類 

 

１．総株主の議決権の数                    3,081,181個 

 

２．議案および参考事項 

第１号議案 第24期利益処分案承認の件 

 議案の内容は、添付書類19頁に記載のとおりであります。 

 当期の利益配当金につきましては、今後の事業展開ならびに経営基盤強

化などを勘案して内部留保に意を用いるとともに、株主の皆様の日頃のご

支援にお応えして前期より５円増額して１株につき25円とさせていただき

たいと存じます。 

 なお、すでに中間配当金として１株につき25円をお支払いいたしており

ますので、年間の配当金は前期より10円増配して１株につき50円となりま

す。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

 「商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律の一部

を改正する法律」（平成15年法律第132号）が平成15年９月25日に施行

され、定款の定めをもって取締役会の決議による自己株式の取得が認め

られました。これに伴い、機動的な資本政策を遂行できるように、定款

第６条を新設するものであります。また、上記の新設に伴い、現行定款

第６条以下の条数を順次繰り下げるものであります。 

２．変更の内容は次のとおりであります。 

 （下線は変更部分） 
 

現   行 変 更 案 

第２章 株  式 第２章 株  式 

（新 設） （自己株式の取得） 

 第６条 当会社は、商法第211条ノ３第１

項第２号の規定により、取締役会

の決議をもって自己株式を買い受

けることができる。 

第６条 ～ 第32条 （条文省略） 第７条 ～ 第33条 （現行どおり） 

 



 

－  － 
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第３号議案 取締役12名選任の件 

 取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営陣の一層の強化を図るため６名を増員し、取締役12名

の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

１ 
服 部  太

(昭和11年12月１日)

昭和55年10月 当社取締役副社長 

昭和57年７月 当社代表取締役社長（現

任） 

〔他の会社の代表状況〕 

平成６年12月 株式会社ユー・エス物流代

表取締役社長（現任） 

平成７年10月 株式会社ユー・エス・エス

岡山代表取締役社長（現

任） 

平成９年６月 株式会社ユー・エス・エス

札幌代表取締役社長（現

任） 

平成10年９月 株式会社ユー・エス・エス

東京みずほ代表取締役社長

（現任） 

平成11年６月 株式会社ユー・エス・エス

群馬代表取締役会長（現

任） 

平成12年４月 株式会社ユー・エス・エス

東北代表取締役社長（現

任） 

平成13年７月 株式会社ユー・エス・エス

大阪代表取締役社長（現

任） 

平成14年４月 株式会社ユー・エス・エス

横浜代表取締役社長（現

任） 

平成15年11月 株式会社ワールド自動車代

表取締役社長（現任） 

平成15年12月 株式会社ＵＳＳリサイクル

オートオークション代表取

締役社長（現任） 

3,317,820株 



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

２ 
安 藤 之 弘

(昭和21年12月２日)

昭和57年７月 当社取締役 

平成元年11月 当社専務取締役 

平成７年６月 当社取締役副社長 

平成12年６月 当社取締役副社長名古屋事

業本部本部長（現任） 

888,050株 

３ 
田 村 文 彦

(昭和15年11月３日)

平成元年７月 株式会社ユー・エス・エス

九州専務取締役 

平成７年３月 当社専務取締役 

平成７年６月 当社取締役副社長九州事業

本部本部長（現任） 

150,620株 

４ 
原  重 雄

(昭和16年４月１日)

平成５年11月 株式会社ユー・エス・エス

東京専務取締役 

平成８年１月 当社取締役副社長東京事業

本部本部長（現任） 

70,520株 

５ 
増 田 元 廣

(昭和22年12月27日)

平成６年６月 株式会社ユー・エス・エス

東京取締役 

平成７年１月 株式会社ユー・エス・エス

東京常務取締役 

平成８年１月 当社専務取締役 

平成13年６月 当社専務取締役東京事業本

部副本部長（現任） 

32,020株 

６ 
合 野 栄 治

(昭和24年６月６日)

平成元年７月 株式会社ユー・エス・エス

九州常務取締役 

平成７年３月 当社常務取締役 

平成７年６月 当社専務取締役九州事業本

部副本部長 

平成13年６月 当社専務執行役員 

平成15年６月 当社専務取締役九州事業本

部副本部長（現任） 

130,620株 

７ 
瀬 田  大

(昭和41年12月23日)

平成16年１月 当社執行役員名古屋事業本

部副本部長（現任） 
690,000株 

８ 
山 中 雅 文

(昭和29年12月16日)

平成12年１月 当社統括本部財務部長 

平成16年１月 当社執行役員統括本部財務

部長（現任） 

3,000株 



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

９ 
池 田 浩 照

(昭和36年５月３日)

平成13年１月 当社名古屋事業本部業務部

長 

平成16年１月 当社執行役員名古屋事業本

部業務部長（現任） 

2,600株 

10 
井之上 浩 昭

(昭和35年11月14日)

平成13年１月 当社名古屋事業本部車両部

長 

平成16年１月 当社執行役員名古屋事業本

部車両部長（現任） 

2,000株 

11 
赤 瀬 雅 之

(昭和37年11月８日)

平成13年１月 当社名古屋事業本部営業部

長 

平成16年１月 当社執行役員名古屋事業本

部営業部長（現任） 

2,000株 

12 
古 賀 靖 永

(昭和35年８月24日)

平成６年８月 株式会社ユー・エス・エス

九州営業部長 

平成７年３月 当社九州事業本部営業部長

平成16年１月 当社執行役員九州事業本部

営業部長（現任） 

2,000株 

（注）１．株式会社ユー・エス・エス九州は、平成７年３月に当社と合併いたしました。 
株式会社ユー・エス・エス東京は、平成８年１月に当社と合併いたしました。 
２．株式会社ユー・エス・エス東京みずほについては金銭の貸付、株式会社ユー・
エス・エス群馬については不動産賃貸借の取引関係があるとともに、いずれの
会社も中古自動車のオークション事業について当社と競業関係にあります。 
３．服部 太氏以外の候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。 

 

第４号議案 株主以外の者に対し特に有利な条件で新株予約権を発行する件 

 商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により、

新株予約権を発行することにつき、ご承認をお願いするものであります。 

(1）株主以外の者に対し特に有利な条件で新株予約権を発行する理由 

 当社ならびに当社連結子会社の取締役、使用人および顧問（当社また

は当社連結子会社と顧問契約を締結している顧問に限るものとし、以下、

同様とする。）の業績の向上に対する意欲や士気を一層高めることを目

的とし、以下の要領により、新株予約権を無償で発行するものでありま

す。 

 

(2）新株予約権発行の要領 

① 新株予約権の割当てを受ける者 

 当社ならびに当社連結子会社の取締役、使用人および顧問 



 

－  － 
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② 新株予約権の目的たる株式の種類および数 

 当社普通株式250,000株を上限とする。 

 なお、下記③により、付与株式数（以下に定義する。）が調整され

る場合には、当該調整後の付与株式数に発行する新株予約権の総数を

乗じた数に調整されるものとする。 

③ 発行する新株予約権の総数 

 25,000個を上限とする。 

 なお、新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株

式数」という。）は10株とする。 

 ただし、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以

降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式

数は当該株式の分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものと

し、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う

場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的

な範囲で付与株式数を調整する。 

④ 新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、発行日の属

する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げ）もしくは発行日

の終値（当日に終値がない場合はそれに先立つ直近日の終値）のいず

れか高い金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた

金額とする。 

 なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、

新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使、

「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前

の商法に基づく転換社債の転換、新株引受権証券ならびに商法第280

条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算

式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。 

  新規発行株式数×１株当たり払込金額 

 
既発行株式数＋

時 価 

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋新規発行株式数 

 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数か

ら当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行

う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。 



 

－  － 
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 また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場

合には、行使価額は当該株式の分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行

う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的

な範囲で行使価額を調整するものとする。 

⑤ 新株予約権の行使期間 

 平成16年６月30日から平成20年10月31日まで 

⑥ 新株予約権の行使の条件 

イ．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」とい

う。）が当社または当社連結子会社の取締役、使用人または顧問

のいずれの地位をも有さなくなった場合は、新株予約権割当契約

に定める場合を除き、新株予約権を行使することができない。 

ロ．新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを行使することがで

きない。 

ハ．その他新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する

ものとする。 

⑦ 新株予約権の消却事由および条件 

イ．上記⑥に定める行使の条件を充たさず、新株予約権を行使できな

いこととなった場合、当該新株予約権を無償で消却することがで

きる。 

ロ．当社が合併により消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認さ

れた場合または当社が株式交換もしくは株式移転により完全子会

社となる株式交換契約書または株式移転の議案が株主総会で承認

された場合には、新株予約権を無償で消却することができる。 

⑧ 新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

⑨ 新株予約権は無償にて発行する。 

 

以 上 



 

 
 

 

 

 

 

 

（1）／ 2004/06/24 15:24（2004/06/24 15:24）／ 2k_04173396_99_os2ユーエスエス様_招集_地図_P 

 

株主総会会場ご案内図 

 

会場 愛知県東海市新宝町507番地の20 

   当社本社（当社名古屋会場） 

   電話 (052)689-1129 

 

 

 

交通のご案内 

名鉄常滑線「名和（なわ）駅」下車タクシーにて約10分 

ＪＲ東海道本線「大高（おおだか）駅」下車タクシーにて約15分 

なお、上記各駅よりそれぞれ午前10時10分と10時35分に出発す

る送迎車を用意しておりますのでご利用ください。 

お車でお越しの方は、当社駐車場をご利用ください。 


